
選挙管理委員会 

 

１ 組   織 

(1) 委員会 

       委 員（４人）［任期：４年（R4.9.26～R8.9.25）］ 

委 員 長 馬 場  俊 彦 ２期目 

委 員 長 

職務代理者 
竹 間  昌 弘 ２期目 

委 員 曽 谷  義 孝 １期目 

委 員 新 井   隆 １期目 

 

※補充員（４人）［任期：４年（R4.9.26～R8.9.25）］ 

補充員 (1) 田 中   稔 

補充員 (2) 青 山  敏 惠 

補充員 (3) 白 井  一 郎 

補充員 (4) 吉 岡   誠 

    

(2) 事務局 

  ア 専任職員  ４人 

        課長、副課長(1)、係長(1)、事務職員(1) 

  イ 併任職員  １６人 

     （ア）行政委員会事務局内所属職員 

  事務局長、監査委員・公平委員会・固定資産評価審査委員会事務局(3)、 

  農業委員会事務局(4) 

    （イ）行政委員会事務局外所属職員 

      政策課(1）、総務課(1)、人事課(1)、ＤＸ推進課(1）、税務課(1)、 

      市民課(1)、子ども政策課(1）、用地対策課(1） 

 

２ 所管事務 

(1) 選挙の管理執行 

(2) 委員会の開催等 

(3) 選挙人名簿の作成 

(4) 選挙事務及び関係法令の研究 

(5) 常時啓発及び選挙時啓発･･･『明るい選挙の推進』 

(6) 検察審査員候補者予定者の選定及び当該名簿の調製 

(7) 裁判員候補者予定者の選定及び当該名簿の調製 

(8) 直接請求に係る署名簿等の処理 



３ 所管事務の執行状況 

(1) 選挙の管理執行 

ア 三田市議会議員選挙（令和６年９月２９日執行） 

（ア）投票結果 

当日有権者数（Ａ） 投票者数（Ｂ） 投票率（Ｂ/Ａ） 

８８，８１０ ４４，８２３ ５０．４７ 

 

（イ）期日前投票者数 

市役所 イオン三田ウッディタウン店 市民センター 合 計 

８，３７１ ８，０４１ ５５５ １６，９６７ 

 

（ウ）開票結果 

当落

の別 
候補者氏名 得票数 

年

齢 
党 派 

新現

元別 
職    業 

当 
大西 けんじ 

(大西 憲司) 
2,966.596 44 無所属 新 

三菱電機㈱ 社

員 

当 
せきぐち 正人 

(関口 正人) 
2,944     66 無所属 現 三田市議会議員 

当 
なかた さとし 

(中田 哲) 
2,878     47 無所属 現 三田市議会議員 

当 
山崎 たけし 

(山﨑 丈) 
2,331     56 立憲民主党 新 無職 

当 
坪之内 こうじ 

(坪之内 幸司) 
1,997     50 無所属 新 無職 

当 
かりや 浩司 

(假屋 浩司) 
1,847     49 無所属 新 無職 

当 
大西 まさ子 

(大西 雅子) 
1,804.403 63 公明党 現 三田市議会議員 

当 
佐貫 なお子 

(佐貫 尚子) 
1,695     59 無所属 現 三田市議会議員 

当 
ひご 淳三 

(肥後 淳三) 
1,658     66 無所属 現 三田市議会議員 

当 福本 愛 1,614     35 
日本 維 新 の

会 
現 三田市議会議員 

当 
小山 ひろひさ 

(小山 裕久) 
1,613     53 無所属 元 無職 

当 
橋本 いぶん 

(橋本 維文) 
1,536     55 立憲民主党 新 無職 

当 
村手 ひでき 

(村手 秀樹) 
1,529     65 公明党 新 無職 

当 
幸田 やすし 

(幸田 安司) 
1,496     64 自由民主党 現 

㈲幸田家具店 

社長 

当 
福田 よしのり 

(福田 佳則) 
1,458.733 61 公明党 現 三田市議会議員 

当 
水元 さゆみ 

(水元 サユミ) 
1,415     54 日本共産党 現 三田市議会議員 



当 
小杉 たかひろ 

(小杉 崇浩) 
1,373     47 無所属 現 三田市議会議員 

当 長谷川 良果 1,282     42 
日本維新の

会 
新 

(株)アースブル

ー代表取締役 

当 
ふくだ ひであき 

(福田 秀章) 
1,276.266 66 自由民主党 現 三田市議会議員 

当 今北 義明 1,091     68 自由民主党 現 三田市議会議員 

当 
長尾 あきのり 

(長尾 明憲) 
1,070     46 日本共産党 現 三田市議会議員 

当 
木村 まさと 

(木村 雅人) 
954     60 日本共産党 現 三田市議会議員 

次点 
林 まさのり 

(林 政徳) 
865     54 

日本維新の

会 
現 

医 療 法 人社 団 甲 北

会 甲北病院顧問 

 
三谷 よしお 

(三谷 禎勇) 
845     38 無所属 元 無職 

 井上 昭吾 794     64 無所属 現 三田市議会議員 

 
塚口 なおや 

(塚口 尚哉) 
793     41 無所属 新 

㈱Ｓａｎｚｅ 

社長 

 
山岡 よしゆき 

(山岡 善行) 
739     49 参政党 新 ㈱ＫＤＰ社員 

 
たけうち 宏文 

(武内 宏文) 
688     45 

日本維新の

会 
新 

㈱ちぇりー亭 

代表取締役 

 
こごうち 誠 

(小河内 誠) 
670     40 無所属 新 無職 

 
つるの 有史 

(鶴野 有史) 
621     62 無所属 新 

㈱新神戸セキュ

リティ 会社員 

 
青木 やすし 

(青木 康史) 
229     57 無所属 新 

富士通㈱ 会社

員 

 
なす としお 

(那須 俊男) 
197     58 無所属 新 

日本行政新聞 

記者 

 
ほんだ やすふさ 

(本多 康房) 
190     86 無所属 新 無職 

法定得票数 505.227  供託物没収点 202.090  

 

 

イ 衆議院議員総選挙[小選挙区]（令和６年１０月２７日執行） 

（ア）投票結果 

当日有権者数（Ａ） 投票者数（Ｂ） 投票率（Ｂ/Ａ） 

８９，５１８ ４８，９７８ ５４．７１ 

 

（イ）期日前投票者数 

市役所 イオン三田ウッディタウン店 合計 

９，９２０ ９，７４５ １９，６６５ 

 



（ウ）開票結果 

当落

の別 
候補者氏名 

兵庫５区 

得票数 

う  ち 

三田市 

候補者 

届出政党 

新前

元別 
職  業 

当 谷  公一 94,659 15,860 自由民主党 前 
選挙区支部

長 

 
たむら なおや 

(田村 直也) 
59,670 16,326 立憲民主党 新 

きみと甲子

園こそだて

診療所職員 

 遠藤 良太 53,793 15,169 
日本維新の

会 
前 

日本維新の

会衆議院兵

庫県第５選

挙区支部長 

 

 

ウ 衆議院議員総選挙[比例代表]（令和６年１０月２７日執行） 

（ア）投票結果 

当日有権者数（Ａ） 投票者数（Ｂ） 投票率（Ｂ/Ａ） 

８９，５１８ ４８，９７８ ５４．７１ 

 

（イ）期日前投票者数 

市役所 イオン三田ウッディタウン店 合計 

９，９２１ ９，７４５ １９，６６６ 

 

（ウ）開票結果  

順
位 

政党等名 
名簿

登載

者数 

近    畿 兵 庫 県 三 田 市 当選 

者数 得 票 数 得票率 得 票 数 得 票 数 

1 日本維新の会 25 2,069,796 23.34 446,210 10,611 7 

2 自 由 民 主 党 38 1,837,859 20.72 532,662 10,163 6 

3 立 憲 民 主 党 27 
1,247,328 

.218 
14.06 

411,706 

.719 

10,174 

.644 
4 

4 公 明 党  5 1,030,324 11.62 280,346 4,241 3 

5 国 民 民 主 党  2 
739,441 

.538 
8.34 

198,941 

.229 

3,953 

.355 
2 

6 日 本 共 産 党  5 649,195 7.32 141,554 2,488 2 



7 れいわ新選組  5 557,899 6.29 146,780 2,417 2 

8 参 政 党  5 350,211 3.95 96,491 1,779 1 

9 日 本 保 守 党  6 288,326 3.25 78,411 1,852 1 

10 社 会 民 主 党  1 99,161 1.12 31,034  609 0 

得 票 総 数 119 
8,869,540 

.756 
100.00 

2,364,135 

.948 

48,287 

.999 
28 

  

 

エ 最高裁判所裁判官国民審査（令和６年１０月２７日執行） 

（ア）投票結果 

当日有権者数（Ａ） 投票者数（Ｂ） 投票率（Ｂ/Ａ） 

８９，５１８ ４８，５５７ ５４．２４ 

 

（イ）期日前投票者数 

市役所 イオン三田ウッディタウン店 合計 

９，８６２ ９，６７２ １９，５３４ 

 

（ウ）開票結果  

 

 
裁 判 官 の 氏 名 

罷免を可とする 

投 票 の 数 

罷免を可としない 

投 票 の 数 

記載を無効とされ 

た も の の 数 
計 

１ 尾島  明    5,854   41,592       0  47,446  

２ 宮川 美津子    5,447   41,999       0  47,446  

３ 今崎 幸彦    6,158   41,288       0  47,446  

４ 平木 正洋    5,214   42,232       0  47,446  

５ 石兼 公博    5,267   42,179       0  47,446  

６ 中村  愼    5,173   42,273       0  47,446  

 

 

 



オ 兵庫県知事選挙（令和６年１１月１７日執行） 

（ア）投票結果 

当日有権者数（Ａ） 投票者数（Ｂ） 投票率（Ｂ/Ａ） 

８８，７９８ ５２，０２０ ５８．５８ 

 

（イ）期日前投票者数 

市役所 イオン三田ウッディタウン店 市民センター 合 計 

１２，２０１ １０，８６７ ３１５ ２３，３８３ 

 

（ウ）開票結果 

当落

の別 
候補者氏名 得票数 

うち 

三田市 
党 派 

新前

元別 
職  業 

当 
さいとう 元彦 

(齋藤 元彦) 
1,113,911 21,840 無所属 前 無職 

 

 

いなむら 和美 

(稲村 和美) 
 976,637 22,167 無所属 新 講師・研修講師 

 清水 貴之  258,388  5,375 無所属 新 無職 

 
おおさわ 芳清 

(大澤 芳清) 
  73,862  1,408 無所属 新 

尼崎市医療生協

病院院長 

 立花 孝志   19,180   316 無所属 新 政治団体党首 

 
福本 しげゆき 

(福本 繁幸) 
  12,721   296 無所属 新 

㈱Dream Door R 

ecord Holdings

社長 

 
きじま ひろつぐ 

(木島 洋嗣) 
  9,114    258 無所属 新 

㈱キジマヒロツ

グオフィス代表

取締役社長 

 

 

カ 三輪財産区議会議員選挙（令和６年１１月２４日執行） 

候補者氏名 
年

齢 
党 派 

新現

元別 
職    業 

松原 洋介 79 無所属 現 無職 

白井 秀明 65 無所属 新 無職 

井殿 哲也 65 無所属 新 無職 

細川 孝志 75 無所属 新 無職 

油谷 章二 71 無所属 現 自営業 三田ミングセンター代表 

平岡 忠隆 71 無所属 現 無職 



炭谷 俊弘 61 無所属 新 ダイハツ工業㈱ 会社員 

石井 督昌 67 無所属 現 (有)石井製作所 会社役員 

扇野 洋一 61 無所属 現 扇野製菓(株) 代表取締役 

小山 丈司 73 無所属 現 (有)プランニングシンプル 代表取締役 

※選挙すべき議員の数と立候補者数が同数であったため、無投票となった。 

 

(2) 委員会の開催等 

    委員会の開催   開催回数１８回（令和６年４月～令和７年３月） 

 

(3) 選挙人名簿の作成 

   ア 定時登録   年４回 

               令和６年 ６月３日  ９０，００８人 

               令和６年 ９月２日  ８９，６７８人 

               令和６年１２月２日  ８９，５６８人 

               令和７年 ３月３日    ８９，４９０人 

 

    イ 選挙時登録（選挙時に登録） 

（ア）三田市議会議員選挙   令和６年 ９月２１日  ８９，６８０人 

（イ）衆議院議員総選挙    令和６年１０月１４日  ８９，６７５人 

（ウ）兵庫県知事選挙     令和６年１０月３０日  ８９，６７５人 

（エ）三輪財産区議会議員選挙 令和６年１１月１８日   ２，０２０人 

    ウ 登録の抹消 （毎月：定例委員会で抹消） 

 

(4) 選挙事務及び関係法令の研究 

   ア 選挙事務の研究 

   イ  各種連合会等への加入  

全国市区選挙管理委員会連合会、近畿都市選挙管理委員会連合会、兵庫

県都市選挙管理委員会連合会、阪神７市１町明るい選挙推進協議会連合会 

   ウ  研究会や研修会等への参加 参加回数：６回 

 

(5) 常時啓発及び選挙時啓発･･･『明るい選挙の推進』 

      ア  組織 

(ア)  明るい選挙推進協議会（昭和３２年７月より） 

        明るい選挙の推進に関し、市民を代表して啓発活動の方法等を協議し、 

            活動の積極的な推進を図る。   ［三田市明るい選挙推進協議会規約］ 

              委員数は４０人(明るい選挙の推進活動に賛同する市内の各種団体及

び機関から推薦された者並びに選挙啓発に関心のあ

る市民) 



        (イ)  阪神７市１町明るい選挙推進協議会連合会（昭和４７年７月より） 

              構成市町選挙管理委員会が行う選挙啓発活動に協力して、相互の連携

を図るとともに、啓発事業を共同で行うことにより、明るい選挙の推進

に資する。   ［阪神７市１町明るい選挙推進協議会連合会規約］ 

イ  啓発の内容 

 事業名 事業内容等 実施月日 

１ 明推協運営

事業 

総会 

(1)令和５年度啓発事業実績報告について 

(2)役員の選任について 

(3)令和６年度啓発事業実施計画について 

(4)選挙啓発標語の投票結果について 

開催場所：市役所本庁舎302会議室Ｂ 

6/8 

役員会（幹事会） 

開催場所：市役所本庁舎 行政委員室 

5/9 、 7/30 、

12/16 

２ 啓発ポスタ

ー募集展示

事業 

応募作品数：54点 

（小学校12点、中学校41点、高等学校1点） 

展示場所：総合福祉保健センター1階ギャラリー 

展示期間：1月7日(火)から1月15日(水)まで 

募集期間 

6/1～9/6 

審査 9/12 

３ 地域別講演

会事業 

「有権者は政治を変えられるのか」 

講師：関西学院大学法学部長 山田 真裕氏 

開催場所：市役所本庁舎302会議室Ａ 

6/8 

 

 

  「選挙をめぐる変化と選挙啓発の将来」 

講師：甲南大学法学部准教授 平野 淳一氏 

開催場所：市役所本庁舎302会議室Ａ 

2/8 

４ 

 

若年層啓発

事業 

18歳の新有権者（727人）に対し、名簿登録時

にバースデーカードと啓発冊子を配布した。 

年間 

「二十歳を祝う会」の参加者に、啓発チラシ

（約900部）を配布した。 

二十歳を祝う

会 1/12 

主権者教育

の推進 

【記載台と投票箱の貸出し】 

三田学園高等学校、有馬高等学校、ひまわ

り特別支援学校、上野ケ原特別支援学校、県

立高等特別支援学校、弥生小学校など のべ

８回 

【出前授業・模擬投票】 

県立高等特別支援学校 

 

 

 

 

 

 

2/7 

５ 阪神７市１

町明るい選

挙推進協議

会連合会事

業への参加 

企画委員会 開催場所：宝塚市役所  5/24 

総会    開催場所：宝塚市役所  6/5 

啓発担当職員研修会（主管者会議） 

開催場所：市役所２号庁舎2301会議室 

1/29 



６ 他機関が実施

する研修会等

への参加 

地域コミュニティフォーラム（近畿ブロック） 

開催場所：大津市  

6/12 

７ 

 

広報誌等によ

る啓発 

市ホームページへの啓発記事掲載 年間随時 

市広報誌による啓発 年間随時 

８ その他啓発

事業 

明るい選挙推進協会広報誌「Voters」の配付 年６回  

９ 選挙時啓発

事業 

三田市議会議員選挙（令和6年9月29日執行） 

①市議会議員選挙を広く市民に周知するた

め、選挙啓発機関紙「めいすいだより」を

発行した。 

②街頭啓発活動（啓発物資配布） 三田駅前

ペデストリアンデッキで啓発物資を配布し

た。 

 

9/7 

 

 

9/24 

衆議院議員総選挙（令和6年10月27日執行） 

①衆議院議員総選挙を広く市民に周知するた

め、選挙啓発機関紙「めいすいだより」を

発行した。 

 

10/9 

 

兵庫県知事選挙（令和6年11月17日執行） 

①兵庫県知事選挙を広く市民に周知するた

め、選挙啓発機関紙「めいすいだより」を

発行した。 

②街頭啓発活動（啓発物資配布） 三田駅前

ペデストリアンデッキで啓発物資を配布し

た。 

 

10/25 

 

 

11/11 

 

 

(6) 検察審査員候補者予定者の選定及び当該名簿の調製 

      ア 検察審査会 

選挙権を有する国民の中から選ばれた１１人の検察審査員が、一般国民を

代表して、検察官が事件を起訴しなかったこと（不起訴処分）の善し悪しを

審査することを主な仕事とする。 

イ 検察審査員候補者予定者の選定 

選挙人名簿から、くじ（名簿調製プログラムを利用したコンピュータ上の

無作為抽出）により、割当員数分の検査審査員候補者予定者を選定し、当該

名簿を調製した後、検察審査会事務局へデータ提出する。 

※令和６年度は神戸第一、第二検察審査会ともに三田市の割当員数は１４

人ずつ 

 



(7)  裁判員候補者予定者の選定及び当該名簿の調製 

ア 裁判員制度 

  国民から選ばれる裁判員が刑事裁判に参加する制度であり、６人の裁判

員と３人の裁判官が、ともに刑事裁判に立会い、被告人が有罪か無罪か、

有罪の場合どのような刑にするかを判断するものである。裁判員候補者名

簿は各地方裁判所が作成することになるが、管内の市町村の選挙管理委員

会がくじで選んだ候補者予定者名簿が元となっている。 

イ 裁判員候補者予定者の選定 

選挙人名簿から、くじ（名簿調製プログラムを利用したコンピュータ上

の無作為抽出）により割当員数分の裁判員候補者予定者を選定し、当該名

簿を調製した後、神戸地方裁判所へデータ提出する。 

※令和６年度の三田市の割当員数は１１８人 

 

(8)  直接請求に係る署名簿等の処理 

       ア 直接請求の制度 

条例の制定及び改廃の請求、監査の請求、議会の解散請求、議会議員及び

長の解職請求等の請求を、署名簿を添えて行政機関へ行う。 

       イ  選挙管理委員会の事務 

        （ア） 署名簿の審査及び効力の証明 

       （イ） 告示、縦覧、署名簿の返付 

       ウ  令和６年度直接請求（０件） 



公平委員会事務局 

 

１ 委員数 

   委員長 １人 

   委 員 ２人 

 

２ 公平委員会に係る審査・処理等の状況 

 (1) 勤務条件に関する措置の要求（地方公務員法第８条第２項第１号） 

   要求件数０件、処理件数０件 

 

 (2) 不利益処分についての審査請求（地方公務員法第８条第２項第２号） 

   請求件数０件、処理件数０件 

 

 (3) 職員からの苦情相談の処理（地方公務員法第８条第２項第３号） 

   ３件 

 

 (4) その他、法律に基づき公平委員会の権限とされている事務 

職員団体登録申請及び同記載事項変更届出（地方公務員法第８条第２項第４

号） 

４件 

 

３ 公平委員会事務の研究 

 ・兵庫県公平委員会連合会総会・事務研究会 

 ・全国公平委員会連合会近畿支部総会、事務・特別研究会 

・東部ブロック公平委員会連絡協議会 

・東部ブロック公平委員会事務担当者研究会（書面開催） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



監査委員事務局 

 

１ 委員数 

   監査委員 ２人 

 

２ 監査委員による監査・検査・審査の状況 

 (1) 定期監査［区分：財務事務等監査］（地方自治法第１９９条第１項及び第４

項） 

ア 会計管理者（会計課）、上下水道部（水道事業会計、下水道事業会計）、消防

本部（総務課、警防課、救急課、予防課、消防署、西分署、東分署）、市民病院

（市民病院事業会計）、議会事務局（議事総務課）、学校教育部（教育総務課、学

校再編課、学校教育課、教育支援課、教育研修所、学校給食課）、学校教育機関

（市立小学校（２０校）、市立中学校（８校）、市立特別支援学校（１校）） 

  ［実施時期］令和６年４月～令和６年９月 

  イ 都市整備部（都市政策課、交通政策課、審査指導課、道路河川課、用地対策

課、公園みどり課、都市整備課） 

    ［実施時期］令和６年１１月～令和７年３月 

 

 (2) 財政援助団体等監査（地方自治法第１９９条第７項） 

ア 補助金関係 

令和５年度の財政援助に係る出納その他の事務の執行及びこれに対する財政援

助に係る部署 

対象部署：子ども・未来部子ども政策課、保育振興課 

対象団体名：学校法人湊川相野学園 

    ［実施時期］令和６年８月～令和７年３月 

  イ 公の施設の指定管理者関係 

    公の施設の指定管理者に対する主として令和５年度の指定管理業務に係る出納そ

の他の事務の執行及びこれに対する指定管理業務に係る部署 

   (ｱ) 有料公園 

対象部署：都市整備部公園みどり課 

指定管理者：Ｐ＆Ｓ三田コンソーシアム 

（代表団体：神姫バス株式会社） 

 [実施時期] 令和６年１１月～令和７年３月 

 

 (3) 内部統制評価報告書審査（地方自治法第１５０条第５項） 

  ア 令和５年度 三田市内部統制評価報告書 

    [実施時期]令和６年６月～令和６年８月 

 

 (4) 例月現金出納検査（地方自治法第２３５条の２第１項） 



  ア 一般会計、特別会計（国民健康保険事業、公営墓地整備事業、駐車場事業、

介護保険事業、後期高齢者医療事業）、公営企業会計（水道事業、下水道事業、

市民病院事業）及び三輪財産区一般会計に係る現金出納 

    ［実施時期］原則として出納月の翌々月の２０日～月末日までの間に実施 

 

 (5) 決算審査（地方自治法第２３３条第２項、地方公営企業法第３０条第２項） 

  ア 一般会計、特別会計（国民健康保険事業、公営墓地整備事業、駐車場事業、

介護保険事業、後期高齢者医療事業） 

    ［実施期間］令和６年６月～令和６年８月 

  イ 公営企業会計（水道事業、下水道事業、市民病院事業） 

    ［実施期間］令和６年５月～令和６年７月 

  ウ 三輪財産区一般会計 

    ［実施期間］令和６年６月～令和６年８月、令和７年２月 

 

 (6) 財政健全化判断比率等審査（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条

第１項及び第２２条第１項） 

  ア 健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来

負担比率）、資金不足比率 

    ［実施期間］令和６年５月～令和６年８月 

 

３ 監査委員事務の研究 

 ・兵庫県都市監査事務局長会（書面開催） 

 ・兵庫県都市監査委員会（書面開催） 

 ・兵庫県都市監査実務研修会 

 ・近畿地区都市監査委員会総会・研修会 

 ・東部ブロック監査(委員)事務局長会議 

 ・第１回東部ブロック監査事務研究会（書面開催） 

 ・第２回東部ブロック監査事務研究会 

 



固定資産評価審査委員会事務局 

 

１ 委員数  

   委員長 １人 

   委員  ２人 

 

２ 固定資産評価審査申出の処理状況 

 

 (1) 令和５年度分 

                                （ ）は人数 

 

区 分 申 出 件 数      

決 定 件 数 

取 下 件 数      未決定件数 

 

却 下 棄 却 認 容 

土 地 －（－） －（－） －（－） －（－） －（－） －（－） 

家 屋 －（－） －（－） －（－） －（－） －（－） －（－） 

合 計 －（－） －（－） －（－） －（－） －（－） －（－） 

 

 (2) 令和６年度分 

                                （ ）は人数 

 

区 分 申 出 件 数      

決 定 件 数 

取 下 件 数      未決定件数 

 

却 下 棄 却  認 容 

土 地 －（－） －（－） －（－） －（－） －（－） －（－） 

家 屋 １（１） －（－） １（１） －（－） －（－） －（－） 

合 計 １（１） －（－） １（１） －（－） －（－） －（－） 

 

 

３ 固定資産評価審査委員会事務の研究 

  ・固定資産評価審査委員会運営研修会（オンライン開催） 

  ・阪神９市固定資産評価審査委員会連絡協議会（書面開催） 

 



農業委員会    

 

１ 組織  

⑴   農業委員会委員  

区       分 定数  現員  任      期  

農業委員  １３  １３  農業委員  

令和５年３月２６日から  

農地利用最適化推進委員  

令和５年３月３０日から  

いずれも  

令和８年３月２５日まで  

 （うち認定農業者）   （５）  

 （うち認定農業者に準ずる者）  （０）  

 （うち中立委員）   （１）  

農地利用最適化推進委員  １１  １１  

合計  ２４  ２４  

会長（１）、会長職務代理（１）  

⑵   事務局 

   事務局長（併任）、事務局課長（併任）、係長（４：併任）、会計年度任用職員（１） 

 

２ 農業委員会等会議開催状況 

⑴   定例総会             １２回 

⑵   現地調査（農地転用等）      １２回 

⑶   農地利用最適化推進会議      １２回 

⑷   その他（研修、地域計画等）    ７回 

 

３ 農業委員会部会の設置 

⑴   総務・企画部会 

⑵   農地問題対策部会 

⑶   地域計画・利用集積集約推進部会 

⑷   新規参入促進部会 

 

４ 農業委員会業務の概要  

⑴   各種申請等は毎月５日締切り、同月の定例総会に提案 

 ⑵ 定例総会は毎月２０日前後に開催 

 ⑶ 転用申請及び非農地証明願出地は調査委員（４名）により定例総会前に現地調査 

  ⑷ 農地法第３条申請の内、新規就農の申請者には、ヒアリングを実施 

  ⑸ 各届出・願出は随時受付、２週間以内に受理通知・証明書を交付 

  ⑹ 農地相談は毎月第２火曜日を農地相談日として、委員４名が相談対応 

併せて、各委員・推進委員の自宅に「農地相談連絡所」を設置 

  ⑺ 農地紛争に係る和解の仲介 

  ⑻ 農地利用の最適化推進 

 ⑼ その他各種事業関連業務 

   ア 農地の相続税・贈与税、不動産取得税の納税猶予に係る業務 

 ⑽ 諸証明事務 



 ⑾ 農業者年金事務 

   ア 加入状況    

加入種別 通常加入 政策支援加入 計 

加入者数 １９人 ０人 １９人 

   イ 年金受給者の状況 

受給年金種別 移譲年金

併給含む 

老齢年金

のみ 

計 

受 給 者 数 

（延べ人数） 
２２人 ３５人 ５７人 

 ⑿ 農地台帳の整備 

 ⒀ 農地の賃借料情報の提供 

 ⒁ 遊休農地の指導等 

 ⒂ 相続等による権利取得の届出受理 

 

５ 農地利用状況調査と農地利用意向調査  

  市内全域の農地の利用状況調査（夏季・冬季農地パトロール）を実施し、遊休農地の

場合は農地利用意向調査を実施  

⑴   年度別遊休農地の推移 

(単位:筆・㎡) 

 年度当初遊休 

農地(ｱ) 

新規発生・再発

遊休農地(ｲ) 

解消遊休農地 

(ｳ) 

再生利用が困

難な農地(ｴ) 

年度末遊休 

農地(ｱ+ｲ-ｳ-ｴ) 

筆数 面積 筆数 面積 筆数 面積 筆数 面積 筆数 面積 

令和 

4 年度 
176 149,832 36 36,702 46 50,829 46 23,836 120 111,869 

令和 

5 年度 
120 111,869 40 52,035 46 43,816 15 10,625 99 109,463 

令和 

6 年度 
99 109,263 23 14,089 12 12,317 47 42,791 63 68,244 

 

６ 地域計画の策定状況 

   

  市街化調整区域の農地利用についてアンケート結果や目標地図の素案をもとに、市、農業

委員会、兵庫県、ひょうご農林機構、兵庫六甲農業協同組合等が連携し、各農会の皆さまに

ご協力をいただきながら策定に取り組んでいる。 

 

地域計画策定（令和７年３月末）    ８０地域 

                       【策定率：92％（80/87 地域）】 

 

 

 



 

７ 農地関係取扱件数 

事    務    事    業    名 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

⑴   農業委員会の専属的権限に属する事務 ２０３ １５８ １７５ 

 ア 農地法による事務 １７７ １３９ １４５ 

 (ｱ) 農地等の所有権移転、賃貸借権等の設定若しく

は移転の許可（農地法第３条） 
２２ ３５ ４７ 

(ｲ) 相続等による農地の権利取得の届出の受理及び

あっせん等（農地法第３条の３） 
２１ ２５ ２４ 

(ｳ) 農地転用について知事に係る申請書の受理・送

付・意見書の添付、並びに市街化等農地転用に係

る届出書の受理・受理通知書の交付又は不受理の

通知     （農地法第４条） 

９ ９ １１ 

(ｴ) 農地転用のための権利設定又は移転についての

知事許可に係る申請書の受理・送付・意見書の添

付、並びに市街化区域農地転用のための権利設定

又は移転に係る届出書の受理・受理通知書の交付

又は不受理の通知（農地法第５条） 

１５ １２ １４ 

(ｵ) 農地等の賃貸借の解約等につき、県許可に係る

申請書の受理・送付・意見書の添付、並びに許可

不要に係る通知書の受理（農地法第１８条等） 

３２ ２９ ３２ 

(ｶ) 遊休農地の所有者等の対する是正指導・勧告・

利用状況調査等 (農地法第３２条等) 
７８ ２９ ５８ 

 

 

 

 

イ 農業経営基盤強化促進法による事務 １２ １２ １２ 

 
 
 
 

(ｱ) 市が農業経営基盤強化促進基本構想を定め又は

変更するときの意見具申（基盤強化法第６条第５

項） 

   

(ｲ) 市が農用地利用集積円滑化規程を承認・変更・

廃止しようとする場合の決定 

（基盤強化法第１１条の９） 

   

(ｳ) 市が農地利用集積計画を定める場合の決定 

  （基盤強化法第１８条第１項） 
１２ １２ １２ 

(ｴ) 市が農地利用規程の認定又は変更をしようとす

るときの意見具申（基盤強化法施行規則第２条） 
   

 ウ 市民農園整備促進法による事務    

 

(ｱ) 市が市民農園区域を指定する場合の決定 

  （市民農園法第４条第１項） 
   

(ｲ) 市が市民農園の開設の認定を行う場合の決定等 

  （市民農園法第７条第３項） 
   

 エ 特定農地貸付法による事務   １ 

 
(ｱ) 特定農地貸付の承認 

  （特定農地貸付法第３条第１項） 
  １ 

 オ 農業振興地域の整備に関する法律による事務 １ １ １ 

 
(ｱ) 農業振興地域整備計画の策定又は変更に係る意

見具申（農振法施行規則第３条の２） 
１ １ １ 



事    務    事    業    名 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

 カ 土地改良法による事務     

 

(ｱ) 土地改良区が定め若しくは変更する換地計画書

の県知事への認可申請に際しての同意又は意見

具申  
 （改良法５２条の８、５２条の２第３、５３条の４

第２）  

   

キ 租税特別措置法等による事務  ７  ２  ６  

 

(ｱ) 農地等について、一括贈与又は相続を受けた者

が、納税猶予を受けようとする場合、その者が適

格者である旨の証明書の交付並びに農地利用状

況等の税務署長への通知等（特措法第７０条の

４、７０条の６）  

７  ２  ６  

ク その他の事務 ６ ４ １ 

⑵   専属的権限でない所掌事務 １２ １２ １０ 

 ア 農地等の交換分合の斡旋、その他農事事情の改善に

関する事項（農地相談） 
１２ １２ １０ 

イ 農業経営の合理化及び生活改善に関する事項    

 ウ 農業生産農業経営及び農業者の生活に関する調査

研究  

   

 エ 農業及び農業者に関する事項についての啓発及び

宣伝  

   

⑶   意見の公表、建議諮問に対する答申    

⑷   その他各種事業関係事務 １５０ １３３ １３３ 

 ア 諸証明事務 ８６ ７４ １０４ 

  (ｱ) 都市計画法による農家証明（６０条証明） ５ ５ ３ 

  (ｲ)  民事執行法による買受適格証明    

  (ｳ) 地方税法による免税軽油に係る耕作証明 ２５ ２３ ２９ 

  (ｴ) 管外の３条申請に係る耕作証明 ２ ５ ２ 

  (ｵ) 農振法に係る耕作証明 ６ ４ １９ 

  (ｶ)  その他耕作証明 １８ １９ ２７ 

  (ｷ) 非農地証明 ２９ １７ ２１ 

  (ｸ) 受理証明他 １ １ ３ 

  (ｹ) 小作地証明    

  (ｺ) その他証明    

 イ 農業者年金事務 ６４ ５９ ５４ 

  (ｱ) 現況届進達事務 ５５ ５３ ４８ 

  (ｲ) 経営移譲年金裁定請求    

  (ｳ) 老齢年金裁定請求    

  (ｴ) その他届出 ９ ６ ６ 

  (ｵ) 受給該当者説明会開催等    
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